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第98回　定時株主総会
招 集 ご 通 知

日　時

平成27年６月26日（金曜日）午前10時

書面又はインターネット等による議決権行使期限
平成27年６月25日（木曜日）午後６時15分まで

場　所

大阪市北区大淀中一丁目１番30号
梅田スカイビル タワーウエスト36階

スペース36

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役12名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件

第６号議案

執行役員及び常務理事に
対し株式報酬型ストック
オプションとして発行す
る新株予約権の募集事項
の決定を当社取締役会に
委任する件

証券コード 9069

表紙
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(証券コード9069)
平成27年６月８日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 大 淀 中 一 丁 目 １ 番 3 0 号
セ ン コ ー 株 式 会 社
代表取締役社長 福 田 泰 久

第98回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第98回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいます
ようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等の方法によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいま
して、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき平成27年６月25日（木曜日）午
後６時15分までに到着するようご送付いただくか、当社の指定する議決権行使サイト
（http://www.evote.jp/）より議決権をご行使いただきますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日　　時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場　　所 大阪市北区大淀中一丁目１番30号

梅田スカイビル　タワーウエスト36階　スペース36
３．目的事項

報告事項 1.第98期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

2.第98期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算書類報
告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役12名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件
第６号議案 執行役員及び常務理事に対し株式報酬型ストックオプションとして

発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件

－ 1 －

株主各位
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４．招集にあたっての決定事項
　本総会の招集に際して株主の皆様に提供する書面のうち、連結注記表及び個別注記
表につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づきインターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.senko.co.jp/jp/ir/stock_info/general_meeting/）へ
の掲載をもって株主の皆様に対する書面の提供とみなさせていただきます。
　したがって、本招集ご通知の添付書類は、会計監査人及び監査役会が会計監査報告
及び監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類又は計算書類の一部であり
ます。

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さ
いますようお願い申しあげます。
　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.senko.co.jp/）に掲載させ
ていただきます。

－ 2 －

株主各位
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【議決権の行使等についてのご案内】
１．書面並びにインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取扱い

　書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネッ
トによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきます。

２．インターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取扱い
　インターネットにより複数回数にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使
された内容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯
電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせて
いただきます。

３．インターネットによる議決権行使のご案内
　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行
使していただきますようお願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、書面（議決権行使書）又はインターネットによる議決権行
使のお手続きはいずれも不要です。

記
⑴　議決権行使サイトについて

①インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話
(ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイ)※から、当社の指定する議決権行使サイト
(http://www.evote.jp/)にアクセスしていただくことによってのみ実施可能で
す(但し、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。)。
※「ｉモード」は㈱NTTドコモ、「EZweb」はKDDI㈱、「Yahoo!」は米国Yahoo!

Inc.の商標又は登録商標です。
②パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイ

アーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている
場合、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっ
ては、ご利用できない場合もございます。

③携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれか
のサービスをご利用下さい。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信（ＳＳ
Ｌ通信）及び携帯電話情報送信が不可能な機種には対応しておりません。

④インターネットによる議決権行使は、平成27年６月25日（木曜日）の午後６時15
分まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がござ
いましたらヘルプデスクへお問い合わせ下さい。

－ 3 －
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⑵　インターネットによる議決権行使方法について
①議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記

載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内
に従って賛否をご入力下さい。

②株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざ
んを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」
の変更をお願いすることになりますのでご了承下さい。

③株主総会の招集の都度、新しい「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご通知
いたします。

⑶　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料
金・電話料金等）は株主様のご負担となります。また、携帯電話をご利用の場合
は、パケット通信料・その他携帯電話利用による料金が必要になりますが、これ
らの料金も株主様のご負担となります。

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

電話　0120-173-027 （受付時間　9:00～21:00、通話料無料）

　＜議決権電子行使プラットフォームについて＞
　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式
　会社東京証券取引所等により設立された合弁会社株式会社ＩＣＪが運営する議決権
　電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会に
　おける電磁的方法による議決権行使の方法として、上記のインターネットによる議
　決権行使以外に、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

以　上

－ 4 －

議決権の行使等についてのご案内
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（ 添 付 書 類 ）
事　 業 　報 　告
(平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

当期の日本経済は、消費増税や天候不順、円安による物価上昇などの影響を受けて個人消費
が落ち込みました。また、海外経済にも減速の動きが見られるなど、景気は先行き不透明な状
況で推移いたしました。

物流業界におきましては、消費増税の影響を受けた個人消費や住宅投資の落ち込みなどによ
り消費関連や建設関連などの物量が減少いたしました。また、原油価格の下落から燃料価格は
落ち着きを見せているものの、ドライバー・車両不足を受けた外注費高騰などのコストアップ
があり、厳しい経営環境となりました。

このような環境の中、当社グループは平成２５年度から４年間の中期経営計画を策定し、コ
ーポレートスローガン「Ｍｏｖｉｎｇ　Ｇｌｏｂａｌ」に添えた「物流を超える」「世界を動
かす」「ビジネスを変える」を目標として、物流事業及び商流事業の業容を拡大すると共に、
お客様に一層信頼される高品質でコストパフォーマンスの高いサービスの提供に取り組んでお
ります。

当期の主な取り組みといたしましては、流通ロジスティクス事業におきまして、関東・中部・
関西で大型物流センターを順次稼働させました。５月に「田原本物流センター」内の新倉庫（奈
良県磯城郡）、６月には「守山ＰＤセンター３号倉庫」（滋賀県守山市）、７月には「北関東
ＰＤセンター」（群馬県太田市）、１０月には「名古屋第２ＰＤセンター」（名古屋市港区）
を稼働させ、物流業務の拡大を図りました。

また、企業が物流業務をアウトソーシングする動きが強まる中、５月に大手飲料メーカーか
ら九州エリアを中心とする輸配送などの物流業務を受託し、１０月には大手ガス販売会社の物
流子会社から一般貨物の物流事業と通関事業を譲り受けて、それぞれ業務を開始しております。

さらに食品物流事業強化の一環として、専門ノウハウを持つ物流会社をグループに迎えまし
た。６月に北海道で農産物の物流を手掛ける三協物流荷役株式会社（北海道河西郡）、三協ロ
ジスティクス株式会社（同）を、１０月には全国規模で低温（冷凍・冷蔵）物流事業を手掛け
る株式会社ランテック（福岡市博多区）をそれぞれ子会社といたしました。株式会社ランテッ
クは１千台を超える冷凍・冷蔵輸送車両と、約２万坪の低温倉庫、半世紀以上にわたり培って
きた低温物流のノウハウを有しております。

住宅物流事業におきましては、関東地区での住宅資材の配送能力を強化するため「谷和原住
宅物流センター」（茨城県つくばみらい市）を１１月に稼働させたほか、大手ソーラーパネル
メーカーの工場内の物流から倉庫保管、荷役、出荷、配送までの業務を一括で受託し、その一
部を今年１月から開始しております。

ケミカル物流事業におきましては、重油船「扇和丸」を１１月に就航させたほか、当社が独
自に開発したバルクコンテナを活用した効率的な輸送提案を行い、新規案件を獲得するなど事

－ 5 －
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業拡大につなげております。
海外におきましては、東アジアでは、中国国内での自動車部品の輸送業務を新たに開始する

契約を１０月に締結し、今年６月から業務を開始する予定であります。また、韓国では前期に
開設した「ＫＯ－ＳＥＮＫＯ物流センター」を活用した日韓一貫物流体制の構築、北米では７
月にアメリカ現地法人にメキシコ支店を開設し、メキシコ国内及びアメリカ間の輸送業務を開
始するなど業務拡大に取り組みました。タイでは同国最大のレムチャバン港で輸出入貨物を扱
う物流センターの建設を進めており、今年夏頃の稼働予定であります。

商事・貿易事業におきましては、商事系子会社各社のノウハウを活かして共同で商品開発を
行うと共に、それぞれの販売先への共同営業活動を進めました。また、各社の仕入れ先や販売
先に当社の物流サービスを積極的に提案すると共に、取扱商品の物流業務を内製化するなど、
物流事業とのシナジー効果創出にも取り組んでおります。

さらに、環境負荷低減、ドライバー不足解消への取り組みの一環といたしまして、当社はグ
リーン物流の推進に取り組んでおります。新規荷主開拓の中で鉄道を利用したモーダルシフト
を提案し、輸送の大幅な効率化と環境負荷の低減を実現したことが認められ、今年３月に日本
物流団体連合会から業界初の「モーダルシフト最優良事業者賞（大賞）」を受賞いたしました。

財務の健全性を確保する取り組みといたしましては、不動産投資法人（私募リート）の運用
会社であるセンコー・アセットマネジメント株式会社（大阪市北区）を４月に設立し、今年２
月に業務に必要な許認可を取得いたしました。今後、同社が組成する私募リートに、当社の物
流センターを組み入れることで設備資金を調達し、物流センター事業の拡大・成長をさらに推
進してまいります。

当期の連結営業収益は、積極的な拡販を行ったことや、一昨年に連結子会社としたアスト株
式会社、１０月に連結子会社とした株式会社ランテックなどのＭ＆Ａ効果などにより、
３，９８４億４７百万円と対前期比１９．３％の増収となりました。

利益面におきましては、外注費の高騰、商事・貿易事業での円安によるコストアップがあり
ましたが、増収効果や料金改定、Ｍ＆Ａなどの増益効果、原油価格下落を受けた燃料費ダウン
の影響があり、連結営業利益は１３６億４９百万円と対前期比１２．６％の増益、連結経常利
益は１３２億３４百万円と対前期比１７．１％の増益となりました。連結当期純利益につきま
しても、７０億７３百万円と対前期比８．８％の増益となりました。

当期の業績をセグメント別にご説明いたしますと、次のとおりであります。

（物流事業）
流通ロジスティクス事業では、大手飲料メーカーの物流業務受託、ファッション分野の物流

の伸長、三協物流荷役株式会社と三協ロジスティクス株式会社、株式会社ランテックのＭ＆Ａ
効果などがありました。住宅物流事業では、積極的な販売拡大を行ったものの、消費増税の影
響による物量減少がみられました。ケミカル物流事業では、前期に建造したアスファルトタン
カーなどの大型設備投資効果があったほか、拡販による新規業務の受託などがありました。こ
れらの結果、当期における物流事業の事業収入は２，７３６億６３百万円と対前期比１４．２％
の増収となりました。

－ 6 －
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（商事・貿易事業）
商事・貿易事業では、アスト株式会社のＭ＆Ａ効果や石油販売の売上拡大効果などにより、

事業収入は１，２０６億８５百万円と対前期比３３．１％の増収となりました。

（その他事業）
その他事業では、情報処理受託業が伸長したことや、一昨年９月に太陽光発電による売電事

業を開始したことなどにより、事業収入は４０億９８百万円と対前期比１９．１％の増収とな
りました。

⑵　設備投資の状況
当期中において実施いたしました当社グループの設備投資の主なものは、以下のとおりであ

ります。
①当期中に完成した主要設備

　守山ＰＤセンター３号倉庫　（滋賀県守山市・倉庫認可面積　16,401㎡）
　北関東ＰＤセンター　　　　（群馬県太田市・倉庫認可面積　27,661㎡）
　名古屋第２ＰＤセンター　　（名古屋市港区・倉庫認可面積　10,427.48㎡）

②当期中において継続中の主要設備の新設、拡充
　潮見ＳＩＦビル　　　　　　（東京都江東区）
　仙台港ＰＤセンター　　　　（仙台市宮城野区）
　狭山ＰＤセンター　　　　　（埼玉県狭山市）

⑶　資金調達の状況
　社債償還資金に充当するため、平成26年10月31日開催の取締役会決議に基づき、平成26年
12月４日に「第６回無担保社債」70億円を公募により発行いたしました。

⑷　他の会社の株式その他の持分の取得
　当社は、平成26年６月16日をもって、三協物流荷役株式会社並びに三協ロジスティクス株
式会社の全株式を取得し、連結子会社といたしました。また、平成26年10月２日をもって、
株式会社光輝の全株式を取得し、連結子会社といたしました。さらに、同日をもって、株式会
社ランテックの株式を取得し、この結果、当社及び株式会社光輝を合わせた出資比率は47.7％
となり、連結子会社といたしました。

⑸　他の会社の事業の譲受けの状況
　当社グループは、平成26年10月１日を効力発生日として、岩谷物流株式会社より一般貨物
物流事業及び通関事業を譲り受けました。

－ 7 －
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⑹　対処すべき課題
今後の日本経済は、雇用環境の改善、賃金ベースアップなどによる個人消費の回復、企業業

績の改善による設備投資の増加など、景気は緩やかに持ち直していくものとみられます。物流
業界におきましても、消費関連、生産関連の貨物輸送量は緩やかに回復すると考えられますが、
公共投資の減少などによる建設関連貨物減少の影響があり、総輸送量は前期並みになると予測
されております。さらに、人手・車両不足による外注費の高騰などもあり、厳しい経営環境が
続くと想定されます。

このような環境の中、当社グループは中期経営４ヵ年計画の３年目の年として、「収益力の
強化」「事業競争力の強化」「生産体制の強化」などに取り組んでまいります。

収益力の強化といたしましては、地域や事業の実情に合った生産体制の再編、不採算事業の
改善、人材不足によるコストアップを見極めた料金改定などに取り組んでまいります。

事業競争力の強化といたしましては、関東、東北などに新たな物流センターを開設するほか、
株式会社ランテックと共同で３温度帯（冷凍・冷蔵・常温）物流の事業基盤構築に向けて取り
組んでまいります。海外におきましては、東アジア、アセアン、中央アジア、北米の４つのエ
リアを重点地域とし、物流センターの開設や現地輸送事業の拡大に取り組み、事業強化を図っ
てまいります。また、新たな事業分野の創出として農業ビジネスの拡大や、ライフサポート事
業の構築・整備に着手いたします。

生産体制の強化といたしましては、自社車両勢力の拡大を目指しドライバーの計画的な採用
に取り組みます。また、社内に大型・中型・けん引の運転免許を取得できる教習所を開設し、
自社ドライバーの育成を進めると共に、社員が安心して働くことができる職場環境の整備を図
る考えでおります。

株主の皆様におかれましては、今後共より一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう心よりお願
い申しあげます。

－ 8 －

対処すべき課題
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⑺　財産及び損益の状況の推移

区 分 平成23年度
第95期

平成24年度
第96期

平成25年度
第97期

平成26年度
(当期)第98期

営 業 収 益
百
万
円

270,361 293,534 333,883 398,447

経 常 利 益
百
万
円

8,333 10,100 11,305 13,234

当 期 純 利 益
百
万
円

3,478 5,202 6,503 7,073

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 円 27.65 41.45 51.89 55.06

総 資 産
百
万
円

202,847 208,095 243,570 285,309

純 資 産
百
万
円

63,274 67,327 72,302 92,743
（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により算出しており

ます。
２．平成26年度より「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第30号）を適用しており、平成25年度については遡及適用後の値を記載しております。

⑻　主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
部 門 主 要 な 事 業 内 容

① 物 流 事 業
貨物自動車運送事業、鉄道利用運送事業、海上運送事業、国際運送取
扱業、倉庫業、荷主の構内における原材料及び製品の包装・移動等の
作業、物流センターの運営　等

② 商 事 ・ 貿 易 事 業 石油販売、商事販売及び貿易事業　等
③ そ の 他 事 業 情報処理受託業、自動車修理事業、保険代理業　等

－ 9 －
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⑼　重要な子会社の状況（平成27年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 当 社 の
出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ス マ イ ル 570 百万円 95.8 ％ 包装資材製造販売業及び
卸売業

株 式 会 社 ラ ン テ ッ ク 519 百万円 47.7 ％ 貨物自動車運送事業、倉庫
業及び小運搬構内作業

イ ヌ イ 運 送 株 式 会 社 385 百万円 51.0 ％ 貨物自動車運送事業及び
引越業

セ ン コ ー 商 事 株 式 会 社 300 百万円 100.0 ％ 石油類・情報処理機器等の
販売

センコーエーラインアマノ株式会社 300 百万円 99.4 ％ 貨物自動車運送事業、倉庫
業及び小運搬構内作業

ア ス ト 株 式 会 社 100 百万円 70.0 ％ 紙製品・日用雑貨品等の販
売及び輸入

東 京 納 品 代 行 株 式 会 社 98 百万円 65.9 ％ 百貨店納品代行業、商品管
理及び流通加工業

大 阪 セ ン コ ー 運 輸 株 式 会 社 90 百万円 98.6 ％ 貨物自動車運送事業及び
小運搬構内作業

阪 神 セ ン コ ー 運 輸 株 式 会 社 90 百万円 98.6 ％ 貨物自動車運送事業及び
小運搬構内作業

セ ン コ ー 住 宅 物 流 株 式 会 社 90 百万円 98.9 ％ 貨物自動車運送事業及び
小運搬構内作業

セ ン コ ー 情 報 シ ス テ ム 株 式 会 社 60 百万円 100.0 ％ 情報処理受託業

株 式 会 社 丸 藤 50 百万円 100.0 ％ 家庭日用品卸売業

福 岡 セ ン コ ー 運 輸 株 式 会 社 50 百万円 100.0 ％ 貨物自動車運送事業及び
小運搬構内作業

埼 玉 セ ン コ ー 運 輸 整 備 株 式 会 社 50 百万円 99.7 ％ 貨物自動車運送事業及び
小運搬構内作業

ロ ジ ・ ソ リ ュ ー シ ョ ン 株 式 会 社 30 百万円 98.8 ％ ３PL事業及び物流コンサ
ルティング事業

東 京 納 品 代 行 西 日 本 株 式 会 社 30 百万円 65.9 ％ 百貨店納品代行業、商品管
理及び流通加工業

センコーファッション物流株式会社 30 百万円 100.0 ％ 貨物自動車運送事業及び
小運搬構内作業

東 北 セ ン コ ー 運 輸 株 式 会 社 30 百万円 98.3 ％ 貨物自動車運送事業及び
小運搬構内作業

滋 賀 セ ン コ ー 運 輸 整 備 株 式 会 社 30 百万円 99.5 ％ 貨物自動車運送事業及び
小運搬構内作業

江 坂 運 輸 株 式 会 社 20 百万円 98.6 ％ 貨物自動車運送事業、倉庫
業及び物流加工業

（注）１．出資比率は間接保有を含んでおります。
　　　２．連結子会社は71社であります。

－ 10 －
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⑽　主要な営業所等（平成27年３月31日現在）

物 流 事 業

当 社

本 社 大阪市北区大淀中一丁目1番30号

主 管 支 店

札幌主管支店（札幌市東区）、東北主管支店
（仙台市宮城野区）、関東主管支店（千葉県
野田市）、埼玉主管支店（さいたま市緑区）、
東京主管支店（東京都江東区）、名古屋主管
支店（名古屋市港区）、京滋主管支店（滋賀
県守山市）、大阪主管支店（大阪府八尾市）、
岡山主管支店（岡山県倉敷市）、九州主管支
店（福岡市東区）

そ の 他 の 拠 点 上記のほか、全国各地に35支店及び181営
業所、事業所等を配置しております。

子 会 社

株式会社ランテック（福岡市博多区）
イヌイ運送株式会社（東京都江東区）
センコーエーラインアマノ株式会社（東京都江戸川区）
東京納品代行株式会社（東京都港区）
大阪センコー運輸株式会社（大阪府摂津市）
阪神センコー運輸株式会社（兵庫県尼崎市）
センコー住宅物流株式会社（埼玉県蓮田市）
福岡センコー運輸株式会社（福岡市東区）
埼玉センコー運輸整備株式会社（さいたま市緑区）
ロジ・ソリューション株式会社（東京都港区）
東京納品代行西日本株式会社（大阪市住之江区）
センコーファッション物流株式会社（千葉県市川市）
東北センコー運輸株式会社（宮城県亘理郡）
滋賀センコー運輸整備株式会社（滋賀県草津市）
江坂運輸株式会社（兵庫県西宮市）　等

商事・貿易事業

株式会社スマイル（東京都江東区）
センコー商事株式会社（東京都江東区）
アスト株式会社（大阪市中央区）
株式会社丸藤（神戸市灘区）　等

そ の 他 事 業 センコー情報システム株式会社（大阪府八尾市）　等
（注）１．平成26年９月29日付をもって名古屋主管支店は名古屋市西区から名古屋市港区へ移転いたしました。
　　　２．平成27年４月６日付をもってロジ・ソリューション株式会社は東京都港区から東京都江東区へ移転い

たしました。
　　　３．平成27年４月13日付をもって東京納品代行株式会社は東京都港区から東京都江東区へ移転いたしま

した。
　　　４．平成27年４月１日付をもって従来の茨城支店は北関東主管支店に名称を変更いたしました。

－ 11 －
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⑾　従業員の状況（平成27年３月31日現在）
①企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
11,562名 2,824名増

②当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

2,765名 20名減 42才１ヶ月 16年３ヶ月

⑿　主要な借入先（平成27年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 14,156百万円
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 9,920百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,924百万円

２．会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 294,999,000株
⑵　発行済株式の総数 141,304,308株（自己株式623,118株を除く）
⑶　株主数 　　　6,235名
⑷　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 20,128千株 14.2％
旭 化 成 株 式 会 社 11,676千株 8.3％
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 9,832千株 7.0％
セ ン コ ー グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 6,907千株 4.9％
積 水 化 学 工 業 株 式 会 社 6,785千株 4.8％
Ｎ Ｏ Ｒ Ｔ Ｈ Ｅ Ｒ Ｎ Ｔ Ｒ Ｕ Ｓ Ｔ Ｃ Ｏ ．(Ａ Ｖ Ｆ Ｃ) 6,168千株 4.4％
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,252千株 3.0％
い す ゞ 自 動 車 株 式 会 社 4,039千株 2.9％
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 3,439千株 2.4％
あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 3,169千株 2.2％

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております｡なお、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯ
Ｐ信託口）が所有する1,954,000株は、上記自己株式に含まれておりません。

－ 12 －
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３．会社の新株予約権等に関する事項
⑴　当事業年度末日における職務執行の対価として交付された取締役、監査役、執行役員及び常

務理事の保有する新株予約権の状況（平成27年３月31日現在）
・新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 774個
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数　　普通株式 774,000株
　　　　　　　　　　　　　　　　　(新株予約権１個につき1,000株)
・取締役、監査役、執行役員及び常務理事の保有する新株予約権の区分別合計

区 分
( 行 使 期 間 )

取 締 役
(うち社外取締役) 監 査 役 執 行 役 員 常 務 理 事

保有者数 個　数 保有者数 個　数 保有者数 個　数 保有者数 個　数
第１回新株予約権

平成19年7月21日から平成39年6月30日まで ３名 21個 １名 ３個 － － － －
第２回新株予約権

平成19年7月21日から平成39年6月30日まで ３名 ６個 － － － － － －
第４回新株予約権

平成20年7月2日から平成40年6月30日まで ３名 22個 １名 ５個 － － － －
第５回新株予約権

平成20年7月2日から平成40年6月30日まで ３名 ６個 － － １名 ２個 － －
第６回新株予約権

平成21年7月2日から平成41年6月30日まで ５名 30個 １名 ３個 － － － －
第７回新株予約権

平成21年7月2日から平成41年6月30日まで ３名 ７個 － － ６名 13個 － －
第８回新株予約権

平成22年7月2日から平成42年6月30日まで ５名 36個 １名 ４個 － － － －
第９回新株予約権

平成22年7月2日から平成52年6月30日まで ３名 ７個 １名 ２個 13名 20個 ５名 ５個
第10回新株予約権

平成23年7月2日から平成43年6月30日まで
８名
(１名)

56個
(２個) １名 ５個 － － － －

第11回新株予約権
平成23年7月2日から平成53年6月30日まで ３名 ８個 １名 ３個 17名 49個 11名 27個

第12回新株予約権
平成24年7月3日から平成44年6月30日まで

８名
(１名)

58個
(２個) １名 ５個 － － － －

第13回新株予約権
平成24年7月3日から平成54年6月30日まで ３名 ９個 １名 ３個 17名 46個 16名 32個

第15回新株予約権
平成25年7月2日から平成45年6月30日まで

12名
(２名)

62個
(２個) ４名 ９個 － － － －

第16回新株予約権
平成25年7月2日から平成55年6月30日まで － － － － 18名 44個 25名 36個

第18回新株予約権
平成26年7月2日から平成46年6月30日まで

12名
(２名)

49個
(２個) ４名 ７個 － － － －

第19回新株予約権
平成26年7月2日から平成56年6月30日まで － － － － 18名 28個 32名 46個
（注）１．上表の執行役員は、取締役を兼務する執行役員を除いております。

２．上表の各新株予約権は、全て株式報酬型ストックオプションであります。
３．各新株予約権の行使価額は、全て、１株あたり１円であります。

－ 13 －
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⑵　当事業年度中に職務執行の対価として交付した新株予約権の状況
①第18回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
・新株予約権の数 56個
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 56,000株

(新株予約権１個につき1,000株)
・新株予約権の発行価額 １株あたり429円
・新株予約権の行使価額 １株あたり１円
・新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　平成26年 7 月 2 日から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成46年 6 月30日まで
・新株予約権の行使の条件

ア．新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役、執行役員、常務理事、
相談役及び顧問等のいずれの地位をも喪失した日の翌日から新株予約権行使期間の満
了日まで、新株予約権を行使できるものといたします。

イ．新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直
系尊属に限る。）は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間
に限り新株予約権を行使することができるものといたします。

ウ．その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締
結する新株予約権割当契約書にて定めるものといたします。

・新株予約権の取得条項
　当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場
合、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が
当社株主総会で承認された場合は、新株予約権を無償で取得することができます。

・新株予約権の区分別交付状況
区 分 新 株 予 約 権 の 数 交 付 者 数

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

49個
(２個)

12名
(２名)

監 査 役 ７個 ４名

－ 14 －
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②第19回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
・新株予約権の数 74個
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 74,000株

(新株予約権１個につき1,000株)
・新株予約権の発行価額 無償
・新株予約権の行使価額 １株あたり１円
・新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　平成26年 7 月 2 日から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成56年 6 月30日まで
・新株予約権の行使の条件

ア．新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役、執行役員、常務理事、
相談役及び顧問等のいずれの地位をも喪失した日の翌日から新株予約権行使期間の満
了日まで、新株予約権を行使できるものといたします。

イ．新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直
系尊属に限る。）は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間
に限り新株予約権を行使することができるものといたします。

ウ．その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締
結する新株予約権割当契約書にて定めるものといたします。

・新株予約権の取得条項
　当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場
合、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が
当社株主総会で承認された場合は、新株予約権を無償で取得することができます。

・新株予約権の区分別交付状況
区 分 新 株 予 約 権 の 数 交 付 者 数

執 行 役 員 28個 18名

常 務 理 事 46個 32名

－ 15 －
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⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項
①平成24年７月３日開催の取締役会決議に基づき発行した2017年７月20日満期円貨建転

換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権
発行決議の日 平成24年７月３日
〔転換社債型新株予約権付社債の内容〕
社債の総額 50億円
社債の額面金額 500万円
利率 本社債には利息を付さない。
社債の発行日 平成24年７月20日

償還の方法及び期日 平成29年７月20日に本社債額面金額の100％で償還す
る。

募集方法
主幹事引受会社であるDaiwa Capital Markets Europe 
Limited, London, Geneva Branchの総額買取引受によ
るスイス連邦を中心とする海外市場(但し、アメリカ合衆国
を除く。)における募集。

当事業年度末日における社債の総額 0円
〔新株予約権の内容〕
社債に付された新株予約権の総数 1,000個

新株予約権の目的である株式の種類と
数

・普通株式
・新株予約権の行使請求に係る本社債の額面金額の合計額

を転換価額で除した数とする。
新株予約権の払込金額 本新株予約権と引換えにする金銭の払込みは要しない。

新株予約権の行使に際して出資される
財産の内容及びその価額

・本新株予約権の行使に際しては、本社債を出資するもの
とし、当該本社債の価額は、その額面金額と同額とする。

・転換価額　394円
新株予約権の行使期間 平成24年８月３日から平成29年７月６日まで

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合における増加する資本金及び資
本準備金

・本新株予約権の行使により株式を発行する場合における
増加する資本金の額は、「会社計算規則」第17条の定め
るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5
を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる
場合はその端数を切り上げた額とする。

・増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増
加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできないものとする。
当事業年度末日における新株予約権の
総数 0個

－ 16 －
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②平成25年９月26日開催の取締役会決議に基づき発行した2018年10月15日満期円貨建転
換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権

発行決議の日 平成25年９月26日
〔転換社債型新株予約権付社債の内容〕
社債の総額 70億円
社債の額面金額 500万円
利率 本社債には利息を付さない。
社債の発行日 平成25年10月15日

償還の方法及び期日 平成30年10月15日に本社債額面金額の100％で償還す
る。

募集方法
主幹事引受会社であるDaiwa Capital Markets Europe 
Limited, London, Geneva Branchの総額買取引受によ
るスイス連邦を中心とする海外市場(但し、アメリカ合衆国
を除く。)における募集。

当事業年度末日における社債の総額 68億45百万円
〔新株予約権の内容〕
社債に付された新株予約権の総数 1,400個

新株予約権の目的である株式の種類と
数

・普通株式
・新株予約権の行使請求に係る本社債の額面金額の合計額

を転換価額で除した数とする。
新株予約権の払込金額 本新株予約権と引換えにする金銭の払込みは要しない。

新株予約権の行使に際して出資される
財産の内容及びその価額

・本新株予約権の行使に際しては、本社債を出資するもの
とし、当該本社債の価額は、その額面金額と同額とする。

・転換価額　626円
新株予約権の行使期間 平成25年10月29日から平成30年10月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合における増加する資本金及び資
本準備金

・本新株予約権の行使により株式を発行する場合における
増加する資本金の額は、「会社計算規則」第17条の定め
るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5
を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる
場合はその端数を切り上げた額とする。

・増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増
加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできないものとする。
当事業年度末日における新株予約権の
総数 1,369個

－ 17 －
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 福 田 泰 久 全国通運㈱代表取締役会長
代 表 取 締 役
(副 社 長 執 行 役 員 ) 藤 森 正 三 ケミカル物流・国際物流営業担当

取 締 役
(副 社 長 執 行 役 員 ) 手 塚 武 與

商事事業担当、(兼)センコー商事㈱代表取締役社
長、(兼)㈱丸藤代表取締役社長、(兼)㈱オバタ代
表取締役社長

取 締 役
( 専 務 執 行 役 員 ) 田 中 健 悟 ＡＥＯ担当、(兼)国際物流事業本部長

取 締 役
( 専 務 執 行 役 員 ) 山 中 一 裕 中四国・九州地区担当、(兼)西日本地区配送ネッ

ト構築担当
取 締 役
( 常 務 執 行 役 員 ) 川 瀬 由 洋 人事担当、(兼)人事部長、(兼)センコー情報シス

テム㈱代表取締役社長
取 締 役
( 常 務 執 行 役 員 ) 尾 池 和 昭 東京主管支店長

取 締 役
( 常 務 執 行 役 員 ) 宮 津 純 二 生産管理本部長、(兼)安全品質環境担当

取 締 役
( 常 務 執 行 役 員 ) 米 司 　 博 3PL事業担当、(兼)ロジスティクス営業本部長、

(兼)チェーンストア物流第１営業部長
取 締 役
( 執 行 役 員 ) 嘉 永 良 樹 経営管理担当、(兼)経営戦略室長、（兼）経営管

理部長
取 締 役 飴 野 仁 子 関西大学商学部教授
取 締 役 尾 島 史 賢 弁護士法人あしのは法律事務所代表社員、関西大

学大学院法務研究科准教授
常 勤 監 査 役 遠 山 　 泰
常 勤 監 査 役 澤 田 孝 志
常 勤 監 査 役 石 岡 孝 伸
常 勤 監 査 役 吉 　 本 　 惠 一 郎

（注）１．取締役飴野仁子及び尾島史賢の両氏は、社外取締役であります。
　　　２．常勤監査役石岡孝伸及び吉本惠一郎の両氏は、社外監査役であります。
　　　３．常勤監査役遠山　泰氏は、当社において経理部門の業務経験を有し、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。
　　　４．当社は、東京証券取引所に対して、取締役飴野仁子、尾島史賢及び常勤監査役吉本惠一郎の三氏を独

立役員とする独立役員届出書を提出しております。

－ 18 －
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　　　５．平成27年４月１日付をもって、取締役の担当及び重要な兼職の状況が変更され、次のとおりとなりま
した。

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役
(副 社 長 執 行 役 員 ) 藤 森 正 三 ケミカル物流営業担当、(兼)農業事業化プロジェ

クト担当
取 締 役
( 専 務 執 行 役 員 ) 米 司 　 博 経営管理・戦略担当、(兼)安全品質環境担当

取 締 役
( 常 務 執 行 役 員 ) 嘉 永 良 樹 ３ＰＬ事業担当、(兼)ロジスティクス営業本部長

取 締 役 尾 池 和 昭 センコービジネスサポート㈱代表取締役社長
取 締 役 宮 津 純 二 大阪センコー運輸㈱代表取締役社長

－ 19 －
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（ご参考）平成27年４月１日現在の取締役を兼務しない執行役員は、次のとおりであります。
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

専 務 執 行 役 員 村 上 和 正 住宅物流営業担当

専 務 執 行 役 員 大 迫 友 行
ファッション物流営業本部長、(兼)東日本地区配
送ネット構築担当、(兼)東京納品代行㈱代表取締
役社長

常 務 執 行 役 員 白 木 健 一
住宅物流営業本部長、(兼)ライフサポート事業プ
ロジェクト担当、(兼)SENKO LOGISTICS 
AUSTRALIA PTY LTD.代表取締役社長

常 務 執 行 役 員 谷 口 　 玲 生産管理本部長、(兼)海運・通運担当、(兼)セン
コーエーラインアマノ㈱取締役会長

常 務 執 行 役 員 佐 々 木 　 信 　 郎 広報担当、(兼)社長室長、(兼)センコー・ファシ
リティーズ㈱代表取締役社長

執 行 役 員 多 田 政 美
生産管理本部タイ事務所長、(兼)国際物流事業本
部ASEANエリア事業担当、(兼)Senko Logistics 
(Thailand)Co.,Ltd.代表取締役社長

執 行 役 員 是 沢 可 人 延岡支店長、(兼)延岡業務センター長
執 行 役 員 室 崎 行 雄 岡山主管支店長
執 行 役 員 瑠 璃 垣 　 　 　 潔 総務担当、(兼)中国事務所担当、(兼)㈱クレフィ

ール湖東代表取締役社長
執 行 役 員 川 崎 寛 治 北関東主管支店長
執 行 役 員 前 田 龍 宏 静岡支店長、(兼)大東センコーアポロ㈱代表取締

役社長
執 行 役 員 池 辺 武 雄 名古屋主管支店長、(兼)小牧支店長
執 行 役 員 河 野 誠 司 ロジスティクス営業本部副本部長
執 行 役 員 大 越 　 昇 埼玉主管支店長
執 行 役 員 村 尾 進 一 札幌主管支店長、(兼)札幌南支店長、(兼)札幌セ

ンコー運輸㈱代表取締役社長
執 行 役 員 松 井 剛 士 大阪主管支店長
執 行 役 員 上 中 正 敦 国際物流事業本部副本部長、(兼)ロシア・中央ア

ジアエリア事業担当、(兼)通関事業部長
執 行 役 員 河 合 利 広 ケミカル物流営業本部長
執 行 役 員 藤 田 浩 二 ロジ・ソリューション㈱代表取締役社長
執 行 役 員 篠 原 信 治 東京主管支店長
執 行 役 員 金 嶋 知 二 ㈱ランテック専務取締役
執 行 役 員 髙 見 澤 　 博 　 之 国際物流事業本部国際複合輸送事業部長

－ 20 －
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⑵　取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

12名
(２名)

378百万円
(５百万円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

４名
(２名)

79百万円
(37百万円)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

16名
(４名)

457百万円
(43百万円)

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第90回定時株主総会において年額400百万円
以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。また別枠で、株式報酬型
ストックオプションの額として年額30百万円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第90回定時株主総会において年額100百万円
以内と決議いただいております。また別枠で、平成22年６月29日開催の第93回定時株主総会に
おいて株式報酬型ストックオプションの額として年額７百万円以内と決議いただいております。

３．報酬等の額には、当事業年度中に費用計上した役員賞与引当金及び平成26年５月21日開催の取
締役会決議に基づいた株式報酬型ストックオプションの額を含んでおります。

４．取締役の支給額に使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

⑶　社外役員に関する事項
①社外取締役

氏 名 当期における主な活動内容

飴 野 仁 子 平成26年度の取締役会に12回中11回出席し、疑問点を明らかにするため適
宜質問し、大学教授という専門の知識と経験に基づいた意見を述べています｡

尾 島 史 賢 平成26年度の取締役会に12回中10回出席し、疑問点を明らかにするため適
宜質問し、弁護士という専門の知識と経験に基づいた意見を述べています｡

（注）１．「取締役及び監査役の状況」に記載の重要な兼職先と当社との間には特別な関係はありません。
２．当社と飴野仁子及び尾島史賢の両氏との間では、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基

づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

②社外監査役
氏 名 当期における主な活動内容

石 岡 孝 伸
平成26年度の取締役会12回すべてに出席し、疑問点を明らかにするため適
宜質問し、企業経営等の豊富な経験に基づいた意見を述べています｡また、平
成26年度の監査役会23回すべてに出席し、監査結果についての意見交換、
監査に関する重要事項の協議等を行っています。

吉 本 惠 一 郎
平成26年度の取締役会12回すべてに出席し、疑問点を明らかにするため適
宜質問し、企業経営等の豊富な経験に基づいた意見を述べています｡また、平
成26年度の監査役会23回すべてに出席し、監査結果についての意見交換、
監査に関する重要事項の協議等を行っています。

－ 21 －
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

大手前監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①「公認会計士法」第２条第１項の監査業務の報酬

50百万円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

60百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基

づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれら
の合計額を記載しております。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社都合の場合の他、当該会計監査人が、「会社法」・「公認会計士法」等の法令に違反・
抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役会は、その事実に基
づき当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任が妥当と判断した場合は、
監査役会規則に則り「会計監査人の解任又は不再任」を株主総会の付議議案とすることを取締
役会へ請求し､取締役会はそれを審議いたします。

－ 22 －
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６．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業
務の適正を確保するための体制

⑴取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①グループ全体のＣＳＲ（企業の社会的責任）経営を推進するため、コンプライアンス、企業

倫理、危機管理、環境推進、社会貢献推進各委員会とそれを統括するＣＳＲ推進委員会並び
に安全衛生委員会及び内部統制委員会を設置し、グループ全体のＣＳＲ経営体制を構築す
る。

②企業倫理・法令順守の強化に向けて「センコー企業行動規準」を定め、それを推進するため
に各委員会を設け、周知徹底、充実を図る。加えて、社内通報制度として「企業倫理ヘルプ
ライン」を設ける。

③取締役会は、「取締役会規程」及び「職務権限規程」の定めるところに従い招集し、決議を
行う。

④監査役は、法令及び監査役会において定める監査方針に従い、取締役及び執行役員の職務執
行を監査する。

⑤監査室（内部監査部門）は、適切な業務運営体制を確保すべく、内部監査を実施し、その結
果を代表取締役及び監査役会へ報告する。

⑵取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役及び使用人の職務の執行に係る情報は、「機密管理規程」並びに「情報セキュリティ
規程」に基づき、夫々の職務に従い適切に保存、管理する。

⑶損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社グループが直面するリスクに対し、組織的かつ適切な予防及び善後策を講じるために、

「リスク管理規程」を定め、各リスクの統括部門は、リスクの低減、発生時の適切な対応等
に向けた規則等を制定し、周知する。

②リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合は、当該リスクを統括する部門及び
リスクの発生が予測される部門が協働して、取締役会に報告を行う。

③監査室は、リスク対策等の状況を検証し、代表取締役及び監査役会へ報告する。

⑷取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役、執行役員及び重要な使用人が適切かつ効率的に職務を執行するために、「取締役会

規程」及び「職務権限規程」を定め、権限と責任を明確にする。
②会社に影響を及ぼす重要事項については、多面的な検討を経て慎重に決定するため、会議体

を組織し、審議する。

⑸株式会社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①「関係会社管理規程」を定め、経営管理部(関係会社統括部門)の統括管理の下で、グループ

全体の統一的な管理体制の確立を図る。
②監査役が関係会社の監査役との連携を図り、グループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に

行えるような体制を構築する。

⑹監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制
監査室所属の使用人が監査役会の職務を補助する。

⑺前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査室所属の使用人の人選等については、監査役会の意向を尊重し、協議の上決定する。
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⑻取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
取締役及び使用人は下記の事項を監査役会に報告する。

・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
・上記のほか監査役会がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項

⑼その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、取締役会に出席する他、執行役員の業務執行状況や重要な意思決定の過程を把握

するために、経営会議、ＣＳＲ推進委員会等の重要会議に出席するとともに、毎年１回、取
締役、執行役員に対し、ヒアリングを行い、業務執行状況に関する確認書の提出を求める。

②監査役会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題､監査役監査の環境
整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し､併せて必要と判断される要請を行
うなど、代表取締役との相互認識を深めるよう努める。

③監査役会は、必要に応じて、会計監査人に対して報告を求める。

⑽財務報告の信用性を確保するための体制
「金融商品取引法」及びその他の法令の定めに従い、財務報告の信頼性と適切性を確保する
ため、財務諸表に係る内部統制システムを構築する。また、その仕組みが適正に機能し、運
用が継続されるよう評価及び是正を行う。

⑾反社会的勢力排除に向けた体制
反社会的な勢力・団体と関係を持たず、不当な要求に屈しないことを「センコー企業行動規
準」に定めるとともに、不当な要求に対してはグループ全体で毅然とした対応をとる。

本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連　結　貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 営 業 未 収 入 金
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

98,248
25,685
56,602
7,113
2,515
6,374
△42

187,061
149,811

68,435
7,975
1,094

66,229
3,049
3,027
7,706

29,543
8,366
4,967
2,009

10,390
2,734
1,815
△741

流 動 負 債 92,554
支 払 手 形 及 び 営 業 未 払 金 37,989
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 20
短 期 借 入 金 29,235
リ ー ス 債 務 1,837
未 払 法 人 税 等 3,415
賞 与 引 当 金 3,905
役 員 賞 与 引 当 金 189
そ の 他 15,960

固 定 負 債 100,011
社 債 12,000
転換社債型新株予約権付社債 6,868
長 期 借 入 金 61,971
リ ー ス 債 務 3,419
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 369
退 職 給 付 に 係 る 負 債 9,381
特 別 修 繕 引 当 金 33
資 産 除 去 債 務 575
そ の 他 5,391

負 債 合 計 192,565
純 資 産 の 部

株 主 資 本 80,506
資 本 金 23,098
資 本 剰 余 金 21,914
利 益 剰 余 金 36,676
自 己 株 式 △1,183

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 519
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,819
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4
為 替 換 算 調 整 勘 定 543
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △1,839

新 株 予 約 権 288
少 数 株 主 持 分 11,428
純 資 産 合 計 92,743

資 産 合 計 285,309 負 債 純 資 産 合 計 285,309
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　損　益　計　算　書
(平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 398,447
営 業 原 価 357,431

営 業 総 利 益 41,016
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 27,366

営 業 利 益 13,649
営 業 外 収 益

受 取 利 息 187
受 取 配 当 金 115
雑 収 入 890 1,193

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,213
雑 支 出 395 1,608
経 常 利 益 13,234

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 306
固 定 資 産 売 却 益 59 366

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 192
損 害 賠 償 金 99
訴 訟 和 解 金 98
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 82
事 業 撤 退 損 41
固 定 資 産 売 却 損 33 547
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 13,053
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,465
法 人 税 等 調 整 額 958
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 7,629
少 数 株 主 利 益 555
当 期 純 利 益 7,073

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株 主 資 本 合 計
当期首残高 20,521 18,896 31,064 △1,092 69,390

会計方針の変更による
累積的影響額 440 530 △440 530

遡及処理後当期首残高 20,521 19,337 31,595 △1,532 69,920
連結会計年度中の変動額

新株の発行 2,577 2,577 5,155
剰余金の配当 △2,064 △2,064
当期純利益 7,073 7,073
自己株式の取得 △10 △10
自己株式の処分 360 360
連結範囲の変動 72 72
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額(純額) －

連結会計年度中の変動額合計 2,577 2,577 5,081 349 10,586
当期末残高 23,098 21,914 36,676 △1,183 80,506

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 少数株主

持 分
純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 738 △9 230 △2,530 △1,570 235 4,247 72,302
会計方針の変更による
累積的影響額 530

遡及処理後当期首残高 738 △9 230 △2,530 △1,570 235 4,247 72,832
連結会計年度中の変動額

新株の発行 5,155
剰余金の配当 △2,064
当期純利益 7,073
自己株式の取得 △10
自己株式の処分 360
連結範囲の変動 72
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額(純額) 1,081 5 313 690 2,090 52 7,181 9,324

連結会計年度中の変動額合計 1,081 5 313 690 2,090 52 7,181 19,910
当期末残高 1,819 △4 543 △1,839 519 288 11,428 92,743

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 27 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
営 業 未 収 入 金
販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
船 舶
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
借 地 権
電 話 施 設 利 用 権
権 利 金
リ ー ス 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

43,516
12,501

811
21,862

3
246

1,432
1,295
3,469
1,897

△5
172,425
110,745

46,709
3,252
1,102
2,445

928
759

50,371
2,152
3,022
2,317

40
581
120
74

1,500
59,362

4,156
24,440
6,308
5,277
7,377
4,040
1,111
7,150
△501

流 動 負 債 60,323
支 払 手 形 2,731
営 業 未 払 金 13,112
短 期 借 入 金 17,450
１年内返済予定の長期借入金 6,113
リ ー ス 債 務 1,387
未 払 金 3,693
未 払 費 用 1,401
未 払 法 人 税 等 1,656
預 り 金 10,534
賞 与 引 当 金 1,639
役 員 賞 与 引 当 金 100
そ の 他 501

固 定 負 債 85,289
社 債 12,000
転換社債型新株予約権付社債 6,868
長 期 借 入 金 55,285
リ ー ス 債 務 2,566
長 期 未 払 金 3,386
退 職 給 付 引 当 金 3,865
特 別 修 繕 引 当 金 33
資 産 除 去 債 務 432
そ の 他 850

負 債 合 計 145,613
純 資 産 の 部

株 主 資 本 68,812
資 本 金 23,098
資 本 剰 余 金 21,914

資 本 準 備 金 21,189
そ の 他 資 本 剰 余 金 724

利 益 剰 余 金 24,981
利 益 準 備 金 1,505
そ の 他 利 益 剰 余 金 23,476

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,619
特 別 償 却 積 立 金 23
別 途 積 立 金 15,767
繰 越 利 益 剰 余 金 6,066

自 己 株 式 △1,183
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,228

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,223
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4

新 株 予 約 権 288
純 資 産 合 計 70,328

資 産 合 計 215,941 負 債 純 資 産 合 計 215,941
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 28 －
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損　益　計　算　書
(平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 199,624
営 業 原 価 185,828

営 業 総 利 益 13,796
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,550

営 業 利 益 6,246
営 業 外 収 益

受 取 利 息 202
受 取 配 当 金 1,641
雑 収 入 579 2,423

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,114
雑 支 出 313 1,427
経 常 利 益 7,242

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 300 300

特 別 損 失
損 害 賠 償 金 99
訴 訟 和 解 金 98
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 82
固 定 資 産 除 却 損 80
事 業 撤 退 損 41 401
税 引 前 当 期 純 利 益 7,141
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,075
法 人 税 等 調 整 額 742
当 期 純 利 益 4,324

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 29 －
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株主資本等変動計算書
(平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

資 本 準 備 金 そ の 他 資 本
剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計 利 益 準 備 金

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧 縮 積 立 金
特 別 償 却
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 20,521 18,612 284 18,896 1,505 1,541 24 13,567 5,551 22,191
会計方針の変更による
累積的影響額 440 440 530 530

遡及処理後当期首残高 20,521 18,612 724 19,337 1,505 1,541 24 13,567 6,082 22,721
事業年度中の変動額

新株の発行 2,577 2,577 2,577 －
固定資産圧縮積立金の積立 － 80 △80 －
固定資産圧縮積立金の取崩 － △3 3 －
特別償却積立金の積立 － 9 △9 －
特別償却積立金の取崩 － △10 10 －
別途積立金の積立 － 2,200 △2,200 －
剰余金の配当 － △2,064 △2,064
当期純利益 － 4,324 4,324
自己株式の取得 － －
自己株式の処分 － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － －

事業年度中の変動額合計 2,577 2,577 － 2,577 － 77 △1 2,200 △15 2,260
当期末残高 23,098 21,189 724 21,914 1,505 1,619 23 15,767 6,066 24,981

株 主 資 本 評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産

合 計自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △1,092 60,516 547 － 547 235 61,300
会計方針の変更による
累積的影響額 △440 530 － 530

遡及処理後当期首残高 △1,532 61,047 547 － 547 235 61,830
事業年度中の変動額

新株の発行 5,155 － 5,155
固定資産圧縮積立金の積立 － － －
固定資産圧縮積立金の取崩 － － －
特別償却積立金の積立 － － －
特別償却積立金の取崩 － － －
別途積立金の積立 － － －
剰余金の配当 △2,064 － △2,064
当期純利益 4,324 － 4,324
自己株式の取得 △10 △10 － △10
自己株式の処分 360 360 － 360
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － 676 4 680 52 733

事業年度中の変動額合計 349 7,764 676 4 680 52 8,498
当期末残高 △1,183 68,812 1,223 4 1,228 288 70,328

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 30 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日
セ ン コ ー 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中
大 手 前 監 査 法 人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 橋 　 博 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 古 谷 一 郎 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 枡 矢 　 晋 ㊞

　当監査法人は､会社法第444条第４項の規定に基づき、センコー株式会社の平成26年４月１日から
平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、センコー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上

－ 31 －
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会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日
セ ン コ ー 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中
大 手 前 監 査 法 人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 橋 　 博 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 古 谷 一 郎 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 枡 矢 　 晋 ㊞

　当監査法人は､会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、センコー株式会社の平成26年４月１
日から平成27年３月31日までの第98期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上

－ 32 －
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監査役会の監査報告書　謄本
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第98期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につい
て検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年
度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人大手前監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人大手前監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月18日
セ ン コ ー 株 式 会 社 　 監 査 役 会
常 勤 監 査 役 遠 山 　 泰 ㊞
常 勤 監 査 役 澤 田 孝 志 ㊞
常 勤 監 査 役
( 社 外 監 査 役 ) 石 岡 孝 伸 ㊞
常 勤 監 査 役
( 社 外 監 査 役 ) 吉　本　惠一郎 ㊞

以　上
－ 33 －

監査役会の監査報告書謄本
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を充実させるため、安定配当に加え、業績連動を考慮した配
当を実施することを利益配分に関する基本方針としております。また、将来の事業展開と経営体
質の強化のための内部留保を確保する必要があります。このような観点のもと、当期の剰余金の
処分につきましては、下記のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
　当期の期末配当金につきましては、当期の業績を勘案いたしまして、１株につき９円とさせ
ていただきたいと存じます。なお、中間配当金として１株につき８円をお支払いしております
ので、年間の配当金は１株につき17円となります。
⑴　配当財産の種類

金銭
⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　　当社普通株式１株につき金９円　　　　総額　1,271,738,772円
⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月29日

２．剰余金の処分に関する事項
⑴　減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 2,000,000,000円
⑵　増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 2,000,000,000円

－ 34 －

剰余金処分議案
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由
⑴　今後の事業の拡大・多様化に備えるため、現行定款第２条に事業目的を追加するものであ

ります。
⑵　平成２７年５月１日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成２６年法律第９０号）

により、責任限定契約を締結できる会社役員の範囲が変更されましたので、新たに責任限定
契約を締結できる業務執行を行わない取締役及び社外監査役でない監査役についても、その
期待される役割を十分に発揮できるように、当社定款第２８条（取締役の責任免除）及び第
３７条（監査役の責任免除）の規定を変更するものであります。

なお、定款第２８条の変更に関しましては、各監査役の同意を得ております。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

(下線は変更部分を示します。)
現行定款 変更案

（目的） （目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。
（１）
　～　　　（省　略）
（16）
　　　　　（新　設）
（17）
　～　　　（省　略）
（31）
　　　　　（新　設）

　　　　　（新　設）
　　　　　（新　設）

（32）　　（省　略）

（１）
　～　　　（現行どおり）
（16）
（17）コンサルティング事業
（18）
　～　　　（現行どおり）
（32）
（33）有価証券等の取得、保有および

処分
（34）投資運用業
（35）特定目的会社、特別目的会社

（財務諸表等の用語、様式及び作
成方法に関する規則に定める会
社）および不動産投資信託に対す
る出資ならびに出資持分の売
買、仲介および管理

（36）　　（現行どおり）

－ 35 －

定款変更議案
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現行定款 変更案

（取締役の責任免除）
第28条　（省　略）

2　当会社は、会社法第427条第1項の規定
により、社外取締役との間に、任務を
怠ったことによる損害賠償責任を限定
する契約を締結することができる。た
だし、当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

（監査役の責任免除）
第37条　（省　略）

2　当会社は、会社法第427条第1項の規定
により、社外監査役との間に、任務を
怠ったことによる損害賠償責任を限定
する契約を締結することができる。た
だし、当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

（取締役の責任免除）
第28条　（現行どおり）

2　当会社は、会社法第427条第1項の規定
により、取締役（業務執行取締役等で
ある者を除く。）との間に、任務を怠
ったことによる損害賠償責任を限定す
る契約を締結することができる。ただ
し、当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

（監査役の責任免除）
第37条　（現行どおり）

2　当会社は、会社法第427条第1項の規定
により、監査役との間に、任務を怠っ
たことによる損害賠償責任を限定する
契約を締結することができる。ただ
し、当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

－ 36 －

定款変更議案
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第３号議案　取締役12名選任の件

取締役全員（12名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役12名の選
任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社の

株 式 の 数

１
ふ く

福
だ

田
や す

泰
ひ さ

久
(昭和21年８月23日生)

昭和44年４月　当社入社
平成 ５年６月　当社取締役
平成 ９年６月　当社常務取締役
平成15年６月　当社取締役副社長
平成16年６月　当社代表取締役社長（現在）
平成21年４月　当社生産管理本部長
（重要な兼職の状況）
全国通運㈱代表取締役会長

185,000株

２
ふ じ

藤
も り

森
ま さ

正
み

三
(昭和24年12月23日生)

昭和50年４月　旭化成工業㈱（現旭化成㈱）入社
平成18年４月　旭化成ケミカルズ㈱取締役
平成22年４月　同社副社長執行役員
平成23年６月　当社代表取締役（現在）
　　　　　　　 当社副社長執行役員（現在）
　　　　　　　 当社ケミカル物流・住宅物流担当
平成25年４月　当社ケミカル物流・国際物流営業担当
平成27年４月　当社ケミカル物流営業担当（現在）
　　　　　　　 当社農業事業化プロジェクト担当
　　　　　　　 （現在）

66,000株

３
て

手
づ か

塚
た け

武
よ

與
(昭和25年11月21日生)

昭和48年４月　当社入社
平成15年６月　当社取締役（現在）
平成16年４月　当社管理担当
　　　　　　　 当社広報部長
平成16年６月　当社執行役員
平成17年４月　当社常務執行役員
　　　　　　　 当社事業開発本部長
　　　　　　　 当社広報担当
平成20年４月　当社専務執行役員
平成23年４月　当社商事事業担当（現在）
平成25年４月　当社副社長執行役員（現在）
（重要な兼職の状況）
センコー商事㈱代表取締役社長
㈱丸藤代表取締役社長
㈱オバタ代表取締役社長

113,000株

－ 37 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社の

株 式 の 数

４
た

田
な か

中
け ん

健
ご

悟
(昭和25年10月25日生)

昭和49年 ４月　積水化学工業㈱入社
平成15年 ６月　同社取締役
平成17年 ６月　当社取締役（現在）
　　　　　　　  当社常務執行役員
　　　　　　　  当社営業担当
平成17年10月　当社第２営業本部長
平成19年 ４月　当社住宅物流営業本部長
平成21年 ４月　当社北関東担当
　　　　　　　  当社埼玉主管支店長
平成23年 ４月　当社生産管理本部副本部長
平成24年 ４月　当社経営管理担当
平成25年 ４月　当社専務執行役員（現在）
　　　　　　　  当社ＡＥＯ担当（現在）
　　　　　　　  当社国際物流事業本部長（現在）

46,000株

５
や ま

山
な か

中
か ず

一
ひ ろ

裕
(昭和24年11月１日生)

昭和47年 ４月　当社入社
平成 ６年 ４月　当社東京南支店長
平成10年11月　当社柏支店長
平成17年 ４月　当社執行役員
　　　　　　　  当社北海道・東北地区担当
平成21年 ４月　当社常務執行役員
　　　　　　　  当社生産管理本部副本部長
平成23年 ４月　当社関東主管支店長
平成23年 ６月　当社取締役（現在）
平成26年 ４月　当社専務執行役員（現在）
　　　　　　　  当社中四国・九州地区担当（現在）
　　　　　　　  当社西日本地区配送ネット構築担当
　　　　　　　  （現在）

44,307株

６
よ ね

米
じ

司
 

　
ひろし

博
(昭和28年９月８日生)

昭和53年 ４月　当社入社
平成13年 ４月　当社人事部長
平成17年 ４月　当社東日本営業本部　チェーンストア物

流営業部長
平成19年 ４月　当社ロジスティクス営業本部副本部長
平成21年 ４月　当社執行役員
平成25年 ４月　当社常務執行役員
　　　　　　　  当社３ＰＬ事業担当
　　　　　　　  当社ロジスティクス営業本部長
平成25年 ６月　当社取締役（現在）
平成26年 ６月　当社チェーンストア物流第１営業部長
平成27年 ４月　当社専務執行役員（現在）
　　　　　　　  当社経営管理・戦略担当（現在）
　　　　　　　  当社安全品質環境担当（現在）

30,332株

－ 38 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社の

株 式 の 数

７
か わ

川
せ

瀬
よ し

由
ひ ろ

洋
(昭和28年１月３日生)

昭和50年 ４月　当社入社
平成10年 ４月　当社人事部　部長
平成16年 ７月　当社人事部長
平成19年 ４月　当社執行役員
平成21年 ４月　当社人事担当（現在）
平成21年 ６月　当社取締役（現在）
平成25年 ４月　当社常務執行役員（現在）
　　　　　　　  当社人事部長（現在）
（重要な兼職の状況）
センコー情報システム㈱代表取締役社長

54,000株

８
か

嘉
な が

永
よ し

良
き

樹
(昭和34年12月25日生)

昭和57年 ４月　当社入社
平成19年 ４月　当社広島支店長
平成21年 ４月　当社人事部長
平成25年 ４月　当社執行役員
　　　　　　　  当社経営管理担当
　　　　　　　  当社経営戦略室長
平成25年 ６月　当社取締役（現在）
平成26年10月　当社経営管理部長
平成27年 ４月　当社常務執行役員（現在）
　　　　　　　  当社３ＰＬ事業担当（現在）
　　　　　　　  当社ロジスティクス営業本部長（現在）

17,000株

９
あ め

飴
の

野
ひ ろ

仁
こ

子
(昭和46年８月10日生)

平成17年 ４月　西南学院大学商学部助教授
平成19年 ４月　関西大学商学部准教授
平成23年 ６月　当社取締役（現在）
平成24年 ４月　関西大学商学部教授（現在）

0株

10
お

尾
じ ま

島
ふ み

史
た か

賢
(昭和52年12月19日生)

平成15年10月　弁護士登録
　　　　　　　  ウェルブライト法律事務所入所
平成21年 ４月　尾島法律事務所開設
　　　　　　　  関西大学大学院法務研究科特別任用准教

授
平成25年 ４月　関西大学大学院法務研究科准教授
　　　　　　　  （現在）
平成25年 ６月　当社取締役（現在）
平成26年11月　弁護士法人あしのは法律事務所代表社員

（現在）

0株

－ 39 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社の

株 式 の 数

※
11

た に

谷
ぐ ち

口
 

　
あきら

玲
(昭和28年10月２日生)

昭和52年 ４月　当社入社
平成15年 ４月　当社海運部長
平成21年 ４月　当社執行役員
平成26年 ４月　当社常務執行役員（現在）
　　　　　　　  当社海運・通運担当（現在）
平成27年 ４月　当社生産管理本部長（現在）
（重要な兼職の状況）
センコーエーラインアマノ㈱取締役会長

28,000株

※
12

さ

佐
さ

々
き

木
 

　
の ぶ

信
ろ う

郎
(昭和32年３月12日生)

昭和54年 ４月　当社入社
平成17年 ４月　当社広報部長
平成19年 ４月　当社社長室長（現在）
平成21年 ４月　当社執行役員
　　　　　　　  当社広報担当（現在）
平成27年 ４月　当社常務執行役員（現在）
（重要な兼職の状況）
センコー・ファシリティーズ㈱代表取締役社長

19,000株

（注）１．※は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。
３．飴野仁子及び尾島史賢の両氏は、社外取締役候補者であります。
４．⑴　飴野仁子氏を社外取締役候補者とした理由は、大学教授という専門の知識と経験を活

かして当社の経営に中立的な立場からご意見をいただくために、選任をお願いするもの
であります。なお、同氏は、過去に社外取締役となること以外の方法で会社の経営に関
与したことはありませんが、上記の理由に基づき、当社の社外取締役としての職務を適
切に遂行いただけるものと判断しております。

　　⑵　尾島史賢氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士としての企業法務に関する専門
的知見及び大学准教授としての知識と経験を活かして当社の経営に中立的な立場からご
意見をいただくために、選任をお願いするものであります。なお、同氏は、過去に社外
取締役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、上記の理由
に基づき、当社の社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しており
ます。

５．飴野仁子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本総会終結の時をもって４年となります。

６．尾島史賢氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本総会終結の時をもって２年となります。

７．当社は、飴野仁子及び尾島史賢の両氏との間で、法令が規定する額を限度額とする、会社
法第423条第1項の責任を限定する契約を締結しており、両氏の再任が承認された場合に
は、両氏との当該契約を継続する予定であります。

８．当社は、東京証券取引所に対して、飴野仁子及び尾島史賢の両氏を独立役員とする独立役
員届出書を提出しております。両氏の再任が承認された場合には、当社は引き続き両氏を
独立役員とする予定であります。

－ 40 －
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第４号議案　監査役１名選任の件

本総会終結の時をもって、監査役遠山　泰氏は辞任により退任されますので、新たに監査役１
名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

ふ り が な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社の

株 式 の 数

ま つ

松
ば ら

原
け い

圭
じ

治
( 昭和27年12月９日生 )

昭和50年４月　当社入社
平成13年４月　当社法務部長
平成16年４月　当社総務部長
平成20年４月　当社ＣＳＲ推進部長
平成21年４月　当社監査室長（現在）

23,000株

（注）１．松原圭治氏は、新任の監査役候補者であります。
２．候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

第５号議案　補欠監査役１名選任の件

平成２３年６月２９日開催の第９４回定時株主総会において補欠監査役に選任された角山　泰
氏の選任の効力は、本総会開始の時までとされておりますので、監査役が法定の員数を欠くこと
になる場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

ふ り が な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社の

株 式 の 数

つ じ

辻
 

　
ま さ

正
か ず

和
( 昭和24年６月25日生 )

昭和50年４月　チッソ㈱入社
平成13年９月　同社大阪支店長
平成17年１月　京葉ポリエチレン㈱代表取締役管理部長
平成19年６月　当社常勤監査役
平成25年６月　当社常勤監査役退任

62,000株

（注）１．辻　正和氏は社外監査役候補者の補欠であります。
２．候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

　　　３．辻　正和氏を補欠の社外監査役候補者として選任する理由は、企業経営等の豊富な経験や
実績、幅広い知識と見識を有し、当社の社外監査役にふさわしいと判断したためでありま
す。
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第６号議案　執行役員及び常務理事に対し株式報酬型ストックオプションとして発行する新株予約権
の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件

　当社は、「会社法」第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により当社
執行役員及び常務理事に対して、株式報酬型ストックオプションとして発行する新株予約権の募
集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき、ご承認を求めるものであります。

１．特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由
　当社の業績と株式価値との連動性をより一層強固なものとし、執行役員及び常務理事が株価上
昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期
的に継続した業績向上と企業価値増大への意欲や士気を高めることを目的として、当社執行役員
及び常務理事に対し、金銭の払込を要することなく無償で新株予約権を発行するものであります。

２．新株予約権の払込金額
　金銭の払込を要しないものとする。

３．新株予約権の内容
⑴　新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　当社普通株式60,000株を上限とする。
　なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整す
るものとする。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株
予約権の目的たる株式の数について行われ、調整の生じる１株未満の端数については、これを
切り捨てる。

調整後株式数 ＝調整前株式数 × 分割・併合の比率
　また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下総称して「合併等」という。）
を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、
株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。

⑵　新株予約権の総数
　60個を上限とする。（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、1,000株とする。
但し、上記⑴に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行うものとする。）

⑶　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権を行使す
ることにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株
予約権の目的たる株式の数を乗じた金額とする｡

⑷　新株予約権を行使することができる期間
　平成27年７月２日から平成57年６月30日までとする。但し、行使期間の最終日が会社の休
日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。

⑸　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す
る事項
①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、「会社計算

規則」第17条第１項に従い、算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算
の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

－ 42 －
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②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①
記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑹　新株予約権の行使の条件
①新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役、執行役員、常務理事、相談

役及び顧問等のいずれの地位をも喪失した日の翌日から上記⑷に定める残存新株予約権を
行使することができる期間の満了日までとする。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直系尊
属に限る。）は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間に限り
新株予約権を行使することができる。

③その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す
る新株予約権割当契約書にて定めるものとする。

⑺　新株予約権の取得の条項
　当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又
は、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総
会で承認された場合は、新株予約権を無償で取得することができる。

⑻　譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとす
る。

⑼　当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い
　組織再編に際して定める契約書又は計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付す
る旨を定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を
交付するものとする。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）
合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社

②吸収分割
吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株
式会社

③新設分割
新設分割により設立する株式会社

④株式交換
株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転
株式移転により設立する株式会社

⑽　新株予約権の行使により発生する端数の切捨て
　新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる
ものとする。

⑾　新株予約権のその他の内容
　新株予約権に関するその他の内容については、今後開催される募集新株予約権発行の取締役
会で、その他の募集事項と併せて定めるものとする。

以　上
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会場ご案内
本定時株主総会の会場は、下記のとおりでございます

大阪市北区大淀中一丁目１番30号

梅田スカイビル タワーウエスト36階
スペース36

JR西日本
本社
●

● 

新
阪
急

　 

ホ
テ
ルヨドバシ

梅田
● 

● 公園

● ヒルトンホテル

阪神百貨店 ●

阪
急

百
貨
店 

●

芝田1丁目
交差点

地下鉄
梅田駅
5番出口

JR梅田貨物駅跡地● 大淀南公園

ライオン ●

● ザ・シンフォニーホール

大
阪
医
専 

●

阪神梅田駅

グランフロント
大阪北館

グランフロント
大阪南館

うめきた広場

中央
北口

JR大
阪駅

大丸
百貨
店

●

ルク
ア
110
0
アトリ

ウム

広場（
2F）
ルク
ア

地
下
鉄
梅
田
駅

阪
急
梅
田
駅

茶
屋
町
口

地下歩道

ウエスティン
ホテル
大阪

歩道橋

（車は通れません）

会場

（梅田スカイビル）

交通機関のご案内
●【JR大阪駅】中央北口より　徒歩15分
●【阪急梅田駅】茶屋町口より　徒歩15分
●【地下鉄御堂筋線梅田駅】5番出口より　徒歩15分

地図




